
75 水産物の加工・流通・輸出対策
【１，５２３（１，０４３）百万円】

（平成26年度補正予算 ２，０００百万円）

対策のポイント

・水産庁によるＥＵ向けＨＡＣＣＰ施設の認定や輸出向けＨＡＣＣＰ対応施

設の改修整備等の支援を通じて、水産物の輸出拡大を図ります。

・水産物の川上（産地）から川下（消費地）までの流通の目詰まりを解消し、

国産水産物の流通促進と消費拡大を図ります。

・国産加工原材料確保に適切に対応し、水産加工業者の経営安定を図るとと

もに、国産水産物の安定供給を図ります。

＜背景／課題＞

・水産物の輸出にあたっては、多くの輸出先国が求めるＨＡＣＣＰ基準を満たす水産加

工・流通施設を整備し、特にＥＵ向けＨＡＣＣＰ認定取得を促進していくことが重要

です。

・国内における水産物の消費量が急減（平成13年度:40.2kg/人年→平成25年度:27.0kg/

人年）する中、流通過程の各段階において消費者の水産物ニーズに対応することが課

題となっています。

・また、水産加工業では気候変動による水揚げ時期のズレ等により、必要な時期に必要

な魚種を確保することが困難となっており、原材料確保対策が必要です。

政策目標
○水産物輸出額の拡大

（1,700億円（平成24年） → 3,500億円（平成32年））

○魚介類（食用）の消費量

（29.5kg/人年（平成22年度）→ 29.5kg/人年（平成34年度））

＜主な内容＞

１．水産物輸出倍増環境整備対策事業 [新規] ３１６（－）百万円

（平成26年度補正予算 ２，０００百万円）

ＨＡＣＣＰ認定を促進するため、水産加工施設の改修整備、海域等モニタリング

等への支援、水産庁によるＥＵ向けＨＡＣＣＰ認定の体制整備等を実施します。

委託費、補助率：定額、１／２以内

委託先、事業実施主体：民間団体

２．国産水産物流通促進事業 ８０１（７７１）百万円

水産物の販売ニーズや産地情報等の共有化、流通過程の各段階への個別指導、必

要な加工機器等の導入や新商品開発等を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体
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３．国産水産物安定供給セーフティネット事業［新規］ ３２０（－）百万円

（１）水産加工業経営改善支援事業 １２０（－）百万円

国産原料を使用する水産加工業者が気候変動による水揚げ時期のズレ等に対応

するため、遠隔地から原料調達する場合の掛かり増し経費等を支援します。

（２）需給変動調整事業 ２００（－）百万円

水揚げ集中時に漁業者団体が水産物を買い取り、漁期外に放出して供給の平準

化を図る場合において、国産水産物の保管経費等の助成を行います。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体

４．水産物流通情報発信・分析事業 ８６（７２）百万円

全国の主要漁港における主要品目の水揚げ量、卸売価格等の動向に関する情報等

の分析・発信を行います。

委託費

委託先：民間団体

（関連対策）

輸出促進体制の強化（食料産業局計上） ５４８（４００）百万円の内数

「国別・品目別輸出戦略」に沿って、ジャパン・ブランドの確立を目指す水産物の輸

出促進団体の育成等を実施します。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

[お問い合わせ先：水産庁加工流通課 （０３－３５０２－８４２７）]
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